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研究成果の概要（和文）：建物強震観測の拡充と観測記録の活用のため、広域地震災害を想定した建物被災度モ
ニタリングや防災情報への展開を考慮して、技術者や建物使用者が活用できる強震観測方策とデータ共有システ
ムの検討を行った。主な成果は、①建物の強震観測の現状把握と既存の観測記録の再検討、②ウェブGISを用い
た強震観測記録の共有システムの検討、③強震観測の普及にむけたシステム・データ・機材の活用の検討であ
る。これにより建物に関係する設計者、技術者および使用者にメリットを考慮した観測方策の展開が有効である
ことを考察した。

研究成果の概要（英文）：Methods and application of building earthquake observation are developed 
considering data sharing and utilization for damage monitoring under large earthquake disasters. 
Results are concluded as follows: 1. Re-examination of current status of observed buildings and 
data. 2. Development of database system for observed buildings and data using web-GIS technique. 3. 
Data utilization and new equipment for building earthquake response observation considering 
researchers, engineers and building users.

研究分野： 建築構造学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
大地震時の被害軽減に向けて、建物・都市

の耐震性の向上が最重要課題であり、そのた
めには実際の地震時の地盤や建物の挙動を
とらえる強震観測が必要となる。1995 年阪神
淡路大震災以降、地盤の強震観測・震度観測
は全国規模で整備され、記録は公開されて建
物耐震化や防災目的に使用されている。 
一方で、建物の強震観測は、個々の建物の

観測事例にとどまり、一元的な管理や情報活
用は行われていない。2011 年東日本大震災で
は広域で多数の建物の観測記録が得られ、分
析結果が学会等で報告されたが、一元化して
活用する段階には至っていない。 
東日本大震災では首都圏で多数の建物が

震度 5以上の揺れを受け、非常対応や建物の
使用継続の判断のため、構造モニタリングシ
ステムの有用性が意識された。しかし現状で
は観測例はごく一部である。 
南海トラフ地震など広域で多数の一般建

物が被災することを想定すると、対応できる
技術者は大幅に不足する。これをカバーする
ため、事前の被害想定や災害対応戦略の検討
に加えて、発災時の建物健全度判定や即時対
応、そして復旧まで統一的に対応できる強震
観測・モニタリング手段と記録活用環境を提
示することが有効と考えられる。 
 
２．研究の目的 
地盤の強震観測に比べて一元化や公開性

が十分ではない建物強震観測の普及を図る
ため、個々の建物の観測結果の収集整理や、
地震時の建物被災度モニタリング、さらに将
来の広域地震災害を想定した多数の建物で
の強震観測の方策検討を目的として、これま
での観測状況の整理やデータ共有システム
のプロトタイプ構築、およびその活用方策の
検討を行う。結果として、建物に関係する設
計者・技術者や建物使用者に対して、強震観
測のメリットを提示することにより、一層の
普及や大規模災害時の有効活用につながる
と考えた。 
 

３．研究の方法 
上記目的に関して、以下の 3点を主に実施

した。 
 
(1) 既存文献等の公表資料から明らかにし
うる強震観測・モニタリング建物を整理し、
データベースを構築して、傾向の分析やデー
タの再検討、将来展開方策などを考察する。 
 
(2) 観測関係者が利用するシステムを相互
運用 GIS で構築し、強震観測建物と地震・地
盤・都市情報などを一元化した統合観測シス
テムのプロトタイプを設計・構築し、東海地
域のデータによりテストを行う。 
 
(3) 東海地域における観測事例を継続的に
収集・データベース化し、分析を行うととも

に、南海トラフ地震などの広域災害も想定し
た有効性を検討する。 
 
４．研究成果 
(1) 強震観測建物の現状分析 
 地盤の強震観測・震度計測は、兵庫県南部
地震以降に整備が進み、現在では気象庁、消
防庁、防災科学技術研究所などにより全国で
約 5000 か所のオンライン観測点がある。一
方で建物については、公的機関によるまとま
った強震観測例は多くなく、主に建設関係や
研究機関などにより各建物の状況に応じて
実施されているため、全容は明らかではない。 
研究代表者は建築学会強震観測小委員会

で、文献調査に基づく建物強震観測データベ
ースの作成を継続している。多くの観測例が
報告される建築学会大会梗概集や論文集な
どを調査して、現状で約 500 棟がデータベー
ス化されており、分析の一部を図 1 に示す。 
 観測建物の地域分布は、関東が半数近くで、
次いで東日本大震災など近年の地震災害が
多かった北海道・東北、今後の災害が懸念さ
れる東海などに多い。人口・建物数などから
見て近畿は少なく、阪神淡路大震災後の普及
は必ずしも多くないと考えられる。階数、構
造形式では RC、SRC、S の中低層建物が多数
を占め、免震・制振は約 1/3 である。東北地
方太平洋沖地震の本震は 2/3 で記録され、地
域分布とともに、東日本大震災が観測成果の
公表に影響があったこともわかる。 
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図１ 国内の建物強震観測（490 建物） 
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 観測機器は、建物では加速度センサが多く、
MEMS などの簡易な加速度センサや記載がな
いものも含めれば大多数を占める。モニタリ
ング等の目的によっては、精度よりもコスト
や設置容易性が重視されている。また長周期
建物でも、加速度計の精度向上により十分な
性能となっている。 
 実際の観測建物数はこれに比してどのく
らい多いかは不明であるが、観測関係者のヒ
アリングなどから、公表されない観測対象は
主に民間でかなり多数になると考えられる。
戸建住宅など小規模な観測対象は少ないが、
熊本地震の被災状況などからも、モニタリン
グの必要性は高い。（引用文献①） 
 
(2) 既往の観測結果の再検証 
 代表者らは 20 年以上にわたり、名古屋大
学内や周辺地域で約 30 棟の強震観測を実施
してきた。最も多い建物では 13 年で 400 近
い地震記録が得られている。これらを再整理
することで、固有振動数や減衰定数とその変
化、建物特性との関係などが考察できる。 
一例として、S造 10 階建の大学研究棟の分

析結果を図 2 に示す。この建物は 2001 年の
竣工から3年程度は固有振動数が低下するが、
その後は振幅依存性があるものの変化は少
ないことが分かる。この原因として積載荷重
の影響を検討したところ、荷重増加分のみで
は説明できないことが分かっている。このよ
うな建物固有の特性は精度の高いモニタリ
ングに必須である。また入力の等価卓越振動
数と建物応答倍率の関係から、入力に対する
応答の簡易な予測を通して、被害予測に利用
可能である。 
このほか、高さ、構造種別、骨組形式、基

礎形式、地盤条件等が異なる建物の観測記録
の再整理を行った（論文②、発表②、⑧）。 

 
 
 
 
 
 

外観      固有振動数の長期変化 
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入力卓越振動数（横軸・Hz）と応答倍率の関係 
図 2 S 造 10 階建の長期地震観測の再検討 

(3) 建物強震観測のデータ統合システム 
 建物強震観測の結果を整理し、多様な目的
に利用するためのデータベースシステムの
作成を行った、その際に、建物・地盤情報の
一元管理、ウェブ GIS による地図情報・防災
情報との統合、多様な活用のためのインター
フェイスなどを考慮した。 
 図 3 は作成したシステムの画面例である。
ウェブ GIS の相互運用により、他のシステム
における防災情報と建物・観測情報を合わせ
て考察することが可能である。また、建物の
強震観測の特徴として、多点同時記録の扱い
が重要であり、図に示すアニメーションイン
ターフェイスを検討した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

観測記録データベースの地図・波形画面例 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

建物の多点同時観測記録の分析画面 
図 3 建物強震観測記録を扱うデータベース 

 
(4) 観測記録の蓄積と活用事例 
 免震建物について、名古屋大学において減
災館や附属病院建物が建設されたため、建設
中から長期のモニタリングを継続中である
（論文①、発表①、⑨、⑩）。また東海地域
の自治体等で免震庁舎の新築あるいは免震
改修が多数行われ、その際に計測を行ってい
る（発表⑥）。強震観測対象となっている免
震建物は多いが、繰り返し発生する小地震記
録の整理・分析が行われているとは限らない。
さらに減災館では、建物全体を自由振動およ
び強制振動させる実験機能を持ち、繰り返し
加振する過程でのモニタリングが行われて
いる。これらを通じて長期・繰り返し応答に
おける免震建物の特性やその変化の把握が
重要となる。 
 減災館では、免震ピット階擁壁に作用する
動土圧について、振動実験による応答や慣性
力、周辺地盤の振動応答等との関係から、土
圧発生メカニズムを検討している（論文①）。 

地図表示 

波形表示 

● X 方向 
○ Y 方向 

○ 加速度 
○ 速度 
― 伝達関数 
横軸：等価卓越振動数 



 高層建物について、加速度応答観測に基づ
く特性評価（発表⑦）、構造損傷モニタリン
グの検討（発表⑤）を行った。E ディフェン
スにおける鉄骨造 18 層モデルの倒壊に至る
実験で、強震計による観測結果からモニタリ
ングを行い、地震計を削減した場合でも十分
な損傷度評価を行いうることを示している。 
 中低層建物について、地盤と建物の動的相
互作用の評価が応答・被害予測に重要である。
大学キャンパス内の建物について、基礎構造、
地盤条件および上部建物形状による相互作
用の相違について検討を行った（発表②、⑧）。
2016 年 4月に発生した熊本地震では、震度 7
が観測された益城町役場での建物内と周辺
地盤の強震観測記録を用いて検討を行った。
観測記録の特性は、動的相互作用効果と地盤
非線形を考慮することでおおむね表現でき
ることが明らかになっている。 
 大規模構造物について、長さ 300m に及ぶ
発電所建物の多点同時観測記録から、マット
スラブの変形挙動と入力評価を行った（発表
③）。詳細な立体変形挙動から、表層地盤の
表面波の波長に対応する基礎変形挙動を生
じていることを明らかにしている。 
 
(5) 地盤の地震動特性 
 建物の応答や被災を検討するにあたり、地
盤の観測記録との比較検討は重要である。
2016年4月1日の三重県南東沖の地震（M6.1）
では、広域で最大震度 4の揺れとなり、多数
の地震記録が得られた。震源位置やメカニズ
ムが 1944 年東南海地震に対応するため、震
度分布などの比較を行い、類似点を考察した。 
 一方、将来の地震動予測結果との照合も重
要であり、精度の高い地震動予測と観測記録
の比較検討も重要となる（発表④）。 
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